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Generally, river administrators of prefectural government office have very little data of rivers compare to 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism for the reason of lack of funding. And they also have 
technical problems to conduct channel river management. This paper reports practical approaches to establish 
efficient methods of technical improvement concerning river channel management of small-and-medium-sized rivers 
in Shikoku region. Proposed method consists of simplified hydrologic calculation and making technical records of the 
river. This joint research has been implementing in Nakayama River by river administrator of Ehime prefectural 
government office and Kochi National College of Technology since 2010. 
 

     Key Words: River management, Small-and-medium-sized rivers, Shikoku region, 
      Simplified hydrologic analysis, Technical records of rivers 

 

 

1．はじめに 

近年，ゲリラ豪雨や巨大台風の上陸に伴い，水害が頻

繁に起こっている．また，今後ゲリラ豪雨の発生などに

より，1時間当たり100㎜を超える降水量は約2倍に増加

し，豪雨日数も現在の平均である年3回程度から年最大

10回程度にまで増加すると予測1）されていることからも

被害を防止あるいは軽減するために平常時からの河道や

河川管理施設の適切な維持管理が重要となる．藤田ら2)

は，九州地方の河川を対象とした地方整備局，国土技術

政策総合研究所，学識者，自治体河川管理者からなる九

州河道管理研究会の取り組みについて報告しており，河

道の状況に応じて管理タイプを4つに区分し，河道管理

基本シートおよび河川管理読本を連携させた管理スキー

ムを提案するとともに実践している．国が管理する一級

河川では，定期縦横断測量や平水時および洪水時の水文

観測，それらのデータに基づいた河道の流下能力評価が

実施され，河川巡視等による結果を含めて蓄積されてお

り，維持管理を行うための基礎資料が充実しているとい

える．その一方で，都道府県が管理する中小河川では，

局地的豪雨の増加によって氾濫リスクが高くなるにも関

わらず，管理する河川数も多く，財政面や技術面等の理

由から基本データの取得や水理計算による河道状況の把

握が十分に実施されていないのが実状である．四国地方

では瀬戸内側の河川において平成16年台風21号に代表さ

れる豪雨により，山地部で土砂災害が発生し，下流河道

へ大量の土砂が堆積し，樹木管理と併せて河川管理上の

喫緊の課題となっている．そこで国土交通省四国地方整

備局，各県の河川管理者および香川高専，高知高専をメ

ンバーとした「四国地方の河川の維持管理(土砂問題)に

関する勉強会」を平成21年6月に発足し，平成23年度末

までに計7回の勉強会を実施している．現在，香川県と

香川高専が香東川(高松市)を，愛媛県と高知高専が中山

川(西条市)をモデル河川として検討を進めている．本稿

では，都道府県の河川管理者が独自に実施できる中小河

川の河道管理技術の構築を最終目標として，当研究室が
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進めている簡易水理解析と河川カルテ(河道特性カルテ

および河川管理施設カルテ)の作成を併用した効率的な

維持管理手法を提案し，愛媛県中山川において愛媛県と

共同で実施してきた成果および平成24年度に計画してい

る取り組みについて報告する． 

2．四国地方および近隣地方の自治体における河川

管理上の課題と「四国地方の河川の維持管理

(土砂問題)に関する勉強会」の概要 

四国地方整備局四国技術事務所では，中小河川の維持

管理を行う自治体(都道府県)の現状および技術的課題を

把握するために，四国地方および近隣地方の自治体の河

川管理者に対して，河川維持管理(土砂堆積，樹木伐採

等)における課題や河川巡視の手法(重要度の設定や頻度

等)，河積確保を行うための判断基準等の設定に関して

工夫している点等に関する調査を行っている．表-１お

よび表-2にそのアンケート調査結果3)を示す．表-1より，

樹木伐採および河床掘削の実施にあたっての判断基準が

策定されておらず，現場の担当者の判断に一任されてお

り，統一的な評価手法がないことを重要課題として挙げ

ている．それに関連して，予算不足のために現況河川の

流下能力を把握するための定期的な測量が実施できてい

ないために，対策箇所の絞り込みやその対応が効率的・

効果的に行えていないという負のスパイラルが生じてい

ると考えられる．実際に平成23年度の愛媛県および高知

県における河川・海岸関連事業費は，ピーク時であった

平成9年～10年と比較して，愛媛県4)では約1/4，高知県5)

においても約1/3にまで減少しており，このことからも

予算をかけずにいかに工夫して維持管理を進めていくこ

との重要性が理解できる．つぎに，表-2では，河川巡視

に関しては河川の重要度を3ランクに区分して実施して

いる自治体が多くあり，流下能力確保に対して定点観測

を試みる，河床掘削や樹木伐採の判断基準として河積阻

害率を設定して対応する，対応箇所を点数化して優先順

位を決める等，さまざまな工夫を行っている自治体もあ

り，他でも参考にできる事例が多くみられる．以上のこ

とから，河川管理者が独自に必要最小限の測量や巡視に

よって河道内の変状を把握するとともに，その変状によ

る流下能力の変化を簡易に評価でき，効率的・継続的に

維持管理を行っていける仕組みづくりを構築していくこ

とが重要となる．四国地方では国土交通省四国地方整備

局，各県の河川管理者および高専が協働し，平成21年度

表-1 四国地方および近隣地方の自治体における 

河川維持管理上の課題に関する調査結果3) 

項目 代表的な意見 

樹木伐採に

関する課題 

・樹木伐採に関する判断基準がなく，巡視結果や担当者の判

断ならびに住民からの通報・要望によるところが大き

い．河積阻害率などの定量的評価が難しい． 

・人員不足，予算不足の状況にあり，対策箇所の絞込みなど

の効果的な管理手法の確立が求められる． 

・運搬や処分にかかる費用が高く，限られた予算での処置に

苦慮している． 

河床掘削に

関する課題 

・土砂堆積に関する判断基準がなく，巡視結果や担当者の判

断ならびに住民からの通報・要望によるところが大き

い．河積阻害率などの定量的評価が難しい． 

・現況流下能力を把握するための測量経費がかかり過ぎる．

・浚渫計画書を立案しても予算面から全て実行できない． 

河道管理に

おける最重

要課題 

・十分な予算がなく測量断面や流下能力等の情報が不足． 

・住民からの要望箇所が多く，状況確認・判断・除去が十分

に対応できていない． 

・全ての管理河川に対して定期的な状況把握が難しく，土砂

堆積や樹木繁茂を反映した簡易手法を求めている． 

 

表-2 四国地方および近隣地方の自治体における 

河川維持管理事例に関する調査結果3) 

項目 代表的な意見 

河川巡視 
・独自の要領を持ち，3ランクの重要度に区分して河

川巡視を実施している自治体が多い． 

河床掘削 

・定点からの定期的な観察を行って維持管理に生かそ

うと試みる自治体がある．一方で，定点観測を既

に実施している自治体では不十分と感じている． 

・「3割の河積阻害」を掘削基準とする自治体が複数

ある． 

樹木伐採 

・「河積阻害率30%または草本高さが堤防高の4割」

といった判断基準を設定する自治体がある． 

・担当者の判断，住民からの要望による自治体が多

い． 

管理業務に

おける取組

事例 

・民間資金の活用(コンクリート骨材としての利用) 

・河川愛護活動等の助成事業の活用，沿川住民との協

働 

・河川管理カルテの整備，専属要員の配置 

・対策箇所の点数化と優先順位設定 

 
表-3 四国地方における河川の維持管理 

(土砂問題)に関する勉強会における役割分担 

項目 高専 整備局 県 備考 

県管理河川における現

状と課題等の整理 
  ○ 

 

取得データ(水位・雨

量・流量等)の提供 
  ○ 県→高専 

圧力式水位計の設置お

よび管理 
 ○ 〇  

河川維持管理計画の作

成 
  ○ 

 

観測データの回収   ○ 
県→高専に提

供 

水位計設置断面および

必要区間の測量 
○   

県→高専に依

頼 

観測データの整理，分

析・評価 
○   

県→高専に依

頼 

流下能力変化の評価方

法の確立 
○ ○ ○ 

必要に応じて

打ち合わせ 

洪水・土砂の流出特性

の把握 
○  ○ 

県直営の目視

調査含む 

今後の課題整理 ○ ○ ○ 
必要に応じて

打合せを実施 

河川維持管理計画への

反映 
  ○ 
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に「四国地方の河川の維持管理(土砂問題)に関する勉強

会」を立ち上げ，モデル河川を設定して検討を進めてい

る．表-3に河川維持管理計画の作成に向けた勉強会にお

ける各機関の役割分担を示す．ここでは，樹木繁茂や土

砂の堆積による影響は洪水流の水面形や伝播速度に明確

に表れるとの考えから福岡6)が提案する縦断的に設置さ

れた簡易圧力式水位計の洪水中の計測データから河道内

の変化を把握する手法を採用している．県が所有する

データ，洪水後に回収した水位計データを高専で整理し，

定期的に測量した結果と合わせて水理解析を行い，それ

らの結果に基づいて流下能力変化の評価手法の検討や洪

水・土砂の流出特性の把握を行った結果を勉強会で報告

し，今後の維持管理計画に反映させていく手順で進めて

いる．この勉強会では，県は外部機関の協力を得て課題

に対して検討でき，職員の技術力の向上にもつながるこ

と，四国地方では高専から整備局や県に毎年数名の学生

が就職しており，卒業生も多く在職していることから連

携が容易であること，高専においては学生が卒業研究や

実験実習の一部として測量やデータ整理，水理解析を行

うことにより，技術者としてのスキルを向上させるとと

もに，これらの成果をフィードバックすることにより地

域貢献につながること等，数多くの利点が挙げられる．  

 

3．愛媛県中山川の概要とこれまでの検討内容7) 

 

本研究で対象としている愛媛県中山川は，石槌山系

堂ヶ森等を源流部として西条市を流れ瀬戸内海(燧灘：

ひうちなだ)に注ぐ流域面積196km2，流路延長23.1km，

基本高水流量は2000m3/s，計画高水流量1700m3/sの二級

河川である．平成16年には6つの台風が四国に上陸し，

特に台風21号では大規模な土砂災害が多数発生したため，

大量の土砂が河川に流入し河床上昇を引き起こした．こ

れらの課題を早期に解決するため，平成17年度に民間の

活力を導入した「治水対策協働モデル事業」を創設し，

治水上支障がある箇所のうち，コンクリート用骨材等と

して有効活用が見込まれる土砂堆積箇所については希望

する企業を公募により決定し，効率的に土砂採取を行っ

てきた．中山川では河口から4km～6kmの区間において

平成22年度までの5箇年で約15万m3の土砂(平均河床に換

算して約0.5m)を撤去しているものの，今後洪水時の河

床変動が流下能力の低いとされる下流区間にどのような

影響を及ぼすのか，簡易で継続的に評価できる手法が必

要とされている．図-1に中山川下流部の縦断図，図-2に

川幅および低水路幅の縦断変化，表-4に1kmごとの地点

代表粒径と河床勾配を示す．河口から8kmより下流部で

は河口部を除いて，川幅は縦断的に変化が小さく200～

250mであり，低水路が川幅のほとんどを占め高水敷は

50m以下である．H16年に土砂堆積が生じた4～6km区間

において，河床勾配が1/200から1/490に大きく変化して

おり，代表粒径も150mmから小さくなっている．中山川

では水位を基準点の田野上方(愛媛県管理：8.13km)にお

いて10分間隔で計測されている．さらに土砂堆積や樹木

繁茂が顕著にみられる河口から1.8km～10.6kmを検討区

間として設定し，5地点に水位計を追加設置してH22年5

 

中山橋

金比羅橋

石鎚橋

今治小松橋

中山川新橋

吉田橋

中山川橋梁

中山川大橋

中山川橋

新兵衛橋

新兵衛大橋

新中山大橋

釜の口堰

大頭堰

大平堰

-5

0

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

現況堤防高(左岸) 現況堤防高(右岸)
計画高水位 平均河床高
最深河床高

5

Distance from river mouth (km)
 

図-1 愛媛県中山川下流部の縦断図 
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図-2 愛媛県中山川下流部の川幅および低水路幅の縦断変化 

表-4 各地点における代表粒径と河床勾配 

 d50(mm) 河床勾配 

0km 0.01 1/1613 

1km 5 1/1613 

2km 3 1/700 

3km 36 1/490 

4km 80 1/490 

5km 95 1/250 

6km 150 1/200 

7km 180 1/200 

8km 160 1/165 

9km 350 1/165 

10km 380 1/165 

11km 320 1/130 

12km 300 1/130 

 

表-5 中山川における測量・水位データ 

水位局 

(愛媛県管理) 

田野上方 

(基準点：河口から8.13km) 

既存の 

測量データ 

H15.9(0km～14.2km，200m間隔)

H18.2 (2km～6km，50m間隔) 

追加した 

水位計 

河口から1.8km地点，3.8km地

点，5.6km地点，6.8km地点，

9.2km地点 の計5地点 
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月から10分間隔で計測を行っている．H22年度には水理

解析を行う事前準備として，愛媛県から既往の横断測量

データ，田野上方地点の水位データを提供していただい

て整理するとともに，現況の河道内樹木の繁茂状況調査，

追加した水位計設置断面における横断測量および11.2km

の大頭堰下流において洪水時に浮子流量観測を実施した．

特に，水理解析を行うにあたっては横断測量データの電

子化が必須であるが，ほとんどの自治体ではこれらの

データを紙媒体で保管しているため，H16年洪水前後の

測量成果(H15年およびH18年)の電子化も併せて行った． 

 

4．愛媛県中山川を対象とした河道管理の効率化に

関する検討 

 

平成22年度には測量データの電子化や現地調査によっ

て現況河道の把握を行い，愛媛県の河川管理者による水

位計データの回収作業も順調に行えるようになり，維持

管理の基本である必要なデータの取得，整理および保存

ができる体制が整ってきた．平成23年度からは本格的に

山本ら8)が河道維持管理システムとして定義する「得ら

れたデータに基づいて河道状態を評価し，改善が必要な

箇所への対策，フォローアップと記録の更新等の作業を

定期的に繰り返し実施し，ルーチン化していく」段階に

レベルアップさせることを目標とした．そこで，当研究

グループでは図-3に示すような河川カルテの作成と洪水

時に計測される縦断水位の時系列データに基づいた簡易

水理解析を組み合わせた手法を提案した．すなわち，河

道内における流下能力の変化を水位計設置区間ごとに把

握し，定期的な巡視等によって作成した河川カルテとの

比較によってその変化の原因(土砂の堆積，樹木繁茂等)

を特定し，必要に応じて対策を行い，データを更新する

という作業をルーチン化していくものである．平成23年

5月に策定された河川砂防技術基準維持管理編(河川編)9)

では，大河川においては河川の維持管理の履歴を河川カ

ルテとして保存し，河川管理の基礎資料とすることを記

載しており，中小河川においても主要な河川については

カルテの作成を奨励している．2章で述べたように自治

体によっては定点の写真撮影によって河道変化の履歴を

記録しているところもあるが，一般的にはルール化して

いるところは少ない．さらに，河川管理者が独自に実施

できる水理計算レベル，その計算に使用する測量データ

は水位計設置断面のみとすることを考えれば，計算結果

のみから河道内変化を把握するための精度は有してなく，

それを参考にして河川管理者が定期的に行う現場巡視の

状況から，その変化の要因に気づけるようになって初め

てこの手法が実用的なものとなり得る． 

 
(1)中山川における一次元不定流計算による河道内変化

の把握手法の検討 

簡易水理解析手法を中山川に適用する際の事前検討と

して，唯一詳細な測量データがある平成15年の測量デー

タを用いて，平成22年7月出水に関する数値実験を行っ

た．図-4は1.8kmから10.6kmまでの区間の200mピッチの

断面をすべて使用した場合と水位計設置断面のみを用い

た場合の水位ハイドログラフの比較を示したものである．

H22年出水時には追加設置した水位計の実測水位もある

が，H15年時点と現況では堆積区間の河床高が異なって

おり，計算水位との比較には意味がないため，ここでは

水位計を設置した断面の測量データのみを使用して簡易

的な水理計算で得られる結果の妥当性を確認することと

した．上流端の境界条件には，H22年に実施した浮子流

観結果と上流にある大頭堰(11.2km)の越流水深の関係か

ら作成した越流量公式から求めた流量ハイドログラフ

(ピーク流量約500m3/s)を与え，下流端には実測水位を与

既存データの整理
・横断測量データ ・LPデータ ・水位流量データ ・樹木の繁茂状況など

簡易解析ツールによる縦断水面形の再現計算

観測結果と解析結果(水面形や洪水の伝播速度)の比較

新たな出水の発生時間経過による変化が
確認された場合

変化なし

河道特性カルテと照らし合わせて原因を特定

変化あり

簡易水理解析により樹木繁茂，河床変動の影響を評価し，
対策が必要な箇所および方法を検討して実施する

データ更新

モニタリング調査・データベース化
・簡易測量調査 ・複数の水位計による縦断水面形の時系列データの計測
・河道内樹木の繁茂および土砂堆積等の状況把握，データの記録と保存
・河川管理施設等の状況把握，データの記録と保存

簡易水理解析

河川カルテ(河道特性カルテ，河川管理施設カルテ)

 

図-3 中小河川における河道管理手法の考え方(高知高専方式) 
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えている．粗度係数は河道内の状況を考慮して設定して

いる．図-4より水位計設置断面のみまで計算に使用する

横断面データを少なくしてもピークの時間帯で水位差は

10～15cm程度であった．これは図-2に示したように中

山川の特徴として川幅および低水路幅が縦断的にほぼ一

様になっていることからも理解できる．したがって，水

位計設置箇所を洪水時に左右岸で水位差が生じないよう

なほぼ直線的な区間，区分される各検討区間の代表的な

断面を選定するによって水位計設置断面のみによる簡易

水理計算でも大まかな流況を把握できると考えられる． 

この他に河床高(阻害率)や粗度係数(樹木繁茂)を変化し

た場合の水位ハイドログラフに及ぼす影響を検証してお

り，これらの結果から中山川においては水位計設置断面

のみの測量と実測水位データを用いた簡易的な一次元不

定流計算により河道内変化を把握できることを確認して

いる．なお，四国地方整備局では，現在縦断水位の時系

列データを入力値として一次元不定流計算を行い，流量

ハイドログラフの推定や河道状況の変化を簡易に評価す

る河道管理ツールを開発中であり，旧吉野川(徳島県)に

おける活用例10)も紹介されている． 

 
(2) 河川カルテの記載内容の検討と中山川における作成

事例 

河川カルテについては，国土交通省の河川カルテ作成

要領11)を参考に，水理解析の結果，横断測量等による河

道の変化を把握することを目的とした河道特性カルテと

河川管理施設(堰・橋脚・堤防など)状況の経時変化の把

握を目的とした河川管理施設カルテの2種類を作成する

こととした．また，個別のカルテに記載する内容につい

ては，都道府県の河川管理者の実行性を確保するために

維持管理に必要な最小限の項目を河川の特性に応じて決

定し，それらの情報を区間(中山川では1km)ごとに1枚の

用紙に集約する形式とした．平成23年10月に本研究室で

提案する維持管理手法および河川カルテの作成要領につ

いて愛媛県河川課と出先事務所の河川管理者にヒアリン

グを実施し，実用性，実行性の観点から調査する地点

(区間)，調査頻度の設定，現在の状況，河川カルテの作

成方法等について議論した．そのうえで，河川カルテに

記載する基本事項を確定し，流下能力が低くモニタリン

グが必要な地点(区間)，樹木の繁茂状況や土砂の堆積状

況，主要な河川管理施設の調査方法(主として写真によ

る定点モニタリング)等について確認した．河川管理者

との議論により決定した作成要領(案)にしたがって，愛

媛県中山川を対象に試作した河道特性カルテを図-5に，

河川管理施設カルテを図-6に示す．河道特性カルテには，

区間の状態を表す平面図，航空写真，維持管理の調査履

歴，土砂の堆積状況を把握する定点観測写真，主要断面

の横断図，流下能力評価の結果，樹木・治水面等の管理

のポイントとなる調査結果の項目を記載した．河川管理

施設カルテには，洪水等による堰，護岸，床止工といっ

た河川構造物の被害状況を記録し，河道特性カルテと同

様に平面図，航空写真，維持管理の履歴を記載した．河

川構造物の状態については，被害状況の写真，被害箇所，

被害状況を記載し，いつ，どのような被害が起こったの

かが容易に把握できるようにしている． 

 

5．おわりに 

 

中小河川における効率的な河道管理手法について，四

国地方整備局，自治体，高専が連携した「四国地方の河
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図-4 一次元不定流計算によるH22年洪水の数値実験結果 

(200mピッチの断面と水位計設置断面のみを用いる場合の水位ハイドログラフの比較) 
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川の維持管理(土砂問題)に関する勉強会」で平成21年度

から実施している取り組みとその成果の一部を紹介した．

四国地方および近隣地方の自治体が抱える河川維持管理

上の課題についての調査結果から，河床掘削や樹木伐採

に関する簡易評価手法の構築やそのためのデータの取得

と整理，保存をルーチン化する仕組み作りが急務である

ことが明らかとなった．そこで，本稿では自治体職員が

独自に実行できる効率的・効果的な河川維持管理手法を

構築していくために，簡易圧力式水位計を縦断的に設置

して，洪水中の水面形の時系列データに基づいた簡易水

理解析と2種類の河川カルテから河道内変状を把握し，

問題箇所の対応にフィードバックできる手法を提案した．

さらに，愛媛県河川課と共同で河道内の土砂堆積が課題

となっている同県中山川を対象として行った現地調査か

ら河川カルテを作成し，水位計データに基づいた簡易水

理解析(一次元不定流解析)による河道内変状の把握手法

について検討を行った．平成24年度からは，高知県河川

課とも連携しながら，都市河川の特徴をもつ鏡川(高知

市)，中山川と同様に土砂堆積の課題をもつ安芸川(安芸

市)をモデル河川として，本稿で提案した河道管理手法

を用いた検討を進めていく予定である．河川の特性や降

雨・流出特性も異なる瀬戸内側と太平洋側の河川で併行

して検討することにより，河川カルテの作成においても

記載する項目や更新頻度の考え方等のノウハウを蓄積し

ていくことができる．また，「四国地方の河川の維持管

理(土砂問題)に関する勉強会」は平成24年度から徳島県，

高知県，阿南高専(徳島県)も加わり，四国地方の4県全て

でモデルとなる中小河川を設定し，各河川で得られた情

報や成果を勉強会等で共有しながら，河川の維持管理技

術について今後も活発に議論を進めていく予定である．  
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      図-5 中山川の河道特性カルテ作成例              図-6 中山川の河川管理施設カルテ作成例 
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